
トラブル事例に学ぶ安心・安全な家づくり、
建築士と弁護士が教えます！

タイアップ
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日時：平成28年11月13日（日） 会場：アーバネックス御池ビル東館2F会議室

共催：一般社団法人京都府建築士会 青年部会、欠陥住宅被害京都連絡協議会（欠陥住宅京都ネット）

講師：共催団体所属建築士 松村隆孝、共催団体所属弁護士 上田敦
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■参加者の声～アンケートより

・基礎的なことからきくことができた。

・わかりやすい説明、資料だった。

・実際にトラブルの多い点を紹介いただけて良かったです。質疑応答の時間が多くてよかったです。

■安心・安全な家を建てるために

まず第一歩目は、建築士への相談である。建築士の仕事には、

「設計」と、工事がその通りに進められているかをチェックす

る「監理」がある。工務店等に所属する建築士や個人の建築士

があり、各々インターネットなどで探すことが可能だが、各人

には得意分野があるので、確認しておくと良い。設計に係る費

用は明確な決まりがなく、工事費用の10％前後が目安である。

■家を建てる際の大まかな流れ

①建築士（設計士）に基本設計を依頼。

②それを基に材料や設備の詳細を記載した実施設計図を作成。

③施工業者に見積を依頼し、業者を決定したら、土地の規制を

確認し、建築確認を申請。

④建築許可が下りれば正式に着工。

土地選びの注意点は、登記簿謄本で権利関係を確認し所有者

から購入することと、現地を直接しっかり見ること、土地の履

歴や法的な規制、周辺の建築計画を調べておくこと。

■建築士との契約について

工事内容が定まれば、建築士と「設計監理委託契約」を締結

するが、施工業者に設計と施工を一括で依頼する場合は行わな

いこともある。契約書に記載が必要な事項は以下の通りである。

①設計の完了期限、費用の総額と支払時期。

②工事予算額と設計の追加・変更時の費用に関しての取り決め。

③監理業務の範囲と、工事完了後の報告書の提出。

■施工会社との契約について

施工会社とは「建築工事請負契約」を締結する。以下の内容

を取り決め、納得してから締結してほしい。

①工事代金の総額。下請工務店に施工を丸投げする「一括下請

け」は法的に禁止されているが、施主が承諾すれば有効なので、

特約事項に記載がないか注意すること。また「○○工事一式」

と書かれた「一式見積」も内容が不明瞭なので、正確な内訳を

記載した見積書の提出を要求すること。

②工期の明記。これがなければ遅延しているかが判断出来ない。

③瑕疵担保責任に関する取り決め。完成後の建物に問題があっ

た場合、施工業者には問題箇所の補修や賠償をする責任がある。

しかし責任の追究が難しいケースも多い。民法では、木造は引

き渡しから5年と、施工業者の責任期間が決まっている。

セミナーの様子①

しかし特約で短縮することも可能で、業者が準備する契約書で

は2年とされることが多い。ただし構造耐力上主要な部分と、雨水

の浸入に関しては、短くすることはできない。

■施工の流れと注意点

①地盤調査。土地の地耐力が低い場合は、家が沈んで傾くトラブ

ル「不同沈下」が起こるので、地盤改良を行う。

②建物の基礎工事。

③躯体工事から棟上げ、屋根と外壁の工事。最後に内装工事。

もし途中で疑問が生じたら、早めに建築士や現場監督等の責任

者に伝えれば、修正や変更が可能な場合がある。また追加工事は、

現場で口頭で決めず、責任者に依頼する。「基本的に費用が発生

するもの」と心得て、改めて契約書や設計図、見積等、形に残す。

施工期間が延長した場合、原因が施工業者にあれば、仮住まい

費用等の相談が可能である。しかし施工業者側が用意する契約書

で工事遅延による損害金を予め定めている場合は、別途に請求す

ることは難しい。

■施工完成後の注意点

引き渡しの際に施工業者から受け取っておきたい書類は「建築

確認済証」、「検査済証」、「竣工図」、「施工に関わった工事

業者のリスト」、「設備機器の説明書や保証書」、「建築工事完

了引き渡し証明書」等である。

■入居後に不具合に気付いた時は…

軽微なものであれば、施工業者に依頼して補修してもらう。た

だし、原因特定の判断は非常に難しいので、まず第三者の専門家

に依頼して調査を行い、施工不良と特定できれば、施工業者に対

応を求めることができる。また、施工業者の責任かどうか不明で

も、期間内であれば瑕疵担保責任を問うことも可能である。

家の不具合は数年後に表れる場合が多い。施工業者に責任を問

うにも、期間の超過や倒産・廃業で責任追及できない場合がある

ので、出来るだけ早い段階で専門家に相談をするのが望ましい。

セミナーの様子②


